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第１ 監査の概要 

 

 １ 監 査 の 種 類   出資団体監査 

 ２ 監 査 対 象   公益財団法人三重北勢地域地場産業振興センター 

商工農水部工業振興課（出資に関する事務の所管所属） 

 ３ 事前調査期間   平成２７年１２月４日から平成２８年１月１２日まで 

 ４ 監 査 期 間   平成２８年１月１３日 

 ５ 監査対象年度   平成２６年度 

 ６ 監査対象事項   出納その他の事務 

 ７ 監 査 方 法   関係帳票の整備・記帳及び証拠書類の保存は適切か、会計経理及び財産

管理等は適正に行われているか、財務諸表は適正に表示されているかに重

点をおいて、関係帳票・証拠書類等の抽出調査及び監査調書に基づく質問

等により行った。 

            また、所管所属に対し、出資団体の事業運営を十分把握し、指導的役割

を果たしているかに重点をおいて、監査調書に基づく質問等により行った。 

 

第２ 監査対象の概要 

 

 １ 設立年月日    昭和６０年１０月２８日（平成２５年４月１日公益財団法人に移行） 

 

 ２ 基本財産及び出捐者（平成２７年３月末日現在） 

（１）基本財産  22,030,000円 

（２）出捐者   四日市市      7,080,000円（32.1％） 

三重県       7,000,000円（31.8％） 

その他（５２団体） 7,950,000円（36.1％） 

 

 ３ 役員数及び職員数（平成２７年１１月末日現在） 

（１）評議員 ２０名 

（２）理事  ２０名 

理事長   藤井 信雄（四日市市副市長） 

常務理事  平林 克也 

その他理事 １８名 

（３）監事  ２名 

（４）職員  ５名（うち兼務役員１名、市派遣職員１名） 

 

 ４ 事業内容 

（１）消費者への製品普及に関する事業 

（２）教育研修及び実習に関する事業 

（３）情報の収集及び提供に関する事業 

（４）経営指導及び相談に関する事業 
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（５）新商品又は新技術の開発研究及び試作に関する事業 

（６）デザイン又はシステム開発に関する事業 

（７）新たな事業を目指すベンチャー企業等の支援に関する事業 

（８）施設提供に関する事業 

（９）産業、観光等の地域紹介に関する事業 

（10）その他目的を達成するために必要な事業 

 

 ５ 決算の状況 

平成２６年度、平成２５年度の貸借対照表、正味財産増減計算書は次の各表のとおりであ

る。なお、各表は、当法人作成の「決算報告書」から転記したものである。 

 

（１）比較損益計算書 

科   目 平成 26 年度 平成 25 年度 対前年度増減額 増減率 

 
円 円 円 ％ 

流動資産         

現金 224,290 262,671 △ 38,381 △ 14.6 

普通預金 9,888,304 6,062,604 3,825,700 63.1 

定期預金 5,000,000 0 5,000,000 皆増 

未収金 8,850,170 9,018,171 △ 168,001 △ 1.9 

売掛金 552,085 821,342 △ 269,257 △ 32.8 

商品 630,057 560,367 69,690 12.4 

立替金 16,200 745,886 △ 729,686 △ 97.8 

流動資産合計 25,161,106 17,471,041 7,690,065 44.0 

固定資産         

基本財産         

定期預金 22,030,000 22,030,000 0 0.0 

基本財産合計 22,030,000 22,030,000 0 0.0 

特定資産         

修繕引当預金 32,067,000 28,960,000 3,107,000 10.7 

建物（指定） 703,152,090 724,619,371 △ 21,467,281 △ 3.0 

建物附属設備（指定） 33,670,309 38,583,096 △ 4,912,787 △ 12.7 

構築物（指定） 5,753,743 6,306,190 △ 552,447 △ 8.8 

土地（指定） 441,658,925 441,658,925 0 0.0 

特定資産合計 1,216,302,067 1,240,127,582 △ 23,825,515 △ 1.9 

その他固定資産         

建物附属設備 3,387,729 3,681,010 △ 293,281 △ 8.0 

車両運搬具 1 4 △ 3 △ 75.0 

備品 1,345,424 1,683,195 △ 337,771 △ 20.1 

電話加入権 438,984 438,984 0 0.0 
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長期前払費用 189,644 198,380 △ 8,736 △ 4.4 

その他固定資産合計 5,361,782 6,001,573 △ 639,791 △ 10.7 

固定資産合計 1,243,693,849 1,268,159,155 △ 24,465,306 △ 1.9 

資産合計 1,268,854,955 1,285,630,196 △ 16,775,241 △ 1.3 

流動負債         

未払金 4,673,370 3,657,710 1,015,660 27.8 

前受金 5,560,790 547,390 5,013,400 915.9 

預り金 7,519,693 8,873,824 △ 1,354,131 △ 15.3 

賞与引当金 2,060,969 1,321,257 739,712 56.0 

流動負債合計 19,814,822 14,400,181 5,414,641 37.6 

固定負債         

預り保証金 5,000,000 2,327,964 2,672,036 114.8 

修繕引当金 32,067,000 28,960,000 3,107,000 10.7 

固定負債合計 37,067,000 31,287,964 5,779,036 18.5 

負債合計 56,881,822 45,688,145 11,193,677 24.5 

正味財産         

指定正味財産 1,206,265,067 1,233,197,582 △ 26,932,515 △ 2.2 

（うち基本財産への充当額）  (22,030,000) (22,030,000) (0) 0.0 

（うち特定資産への充当額） (1,184,235,067) (1,211,167,582) (△ 26,932,515) △ 2.2 

一般正味財産 5,708,066  6,744,469  △ 1,036,403 △ 15.4 

（うち基本財産への充当額） (0) (0) (0) － 

（うち特定資産への充当額） (32,067,000) (28,960,000) (3,107,000) 10.7 

正味財産合計 1,211,973,133 1,239,942,051 △ 27,968,918 △ 2.3 

負債及び正味財産合計 1,268,854,955 1,285,630,196 △ 16,775,241 △ 1.3 

 

（２）比較正味財産増減計算書 

科   目 平成 26 年度 平成 25 年度 対前年度増減額 増減率 

 
円 円 円 ％ 

一般正味財産増減の部         

１．経常増減の部         

経常収益         

基本財産運用益         

基本財産受取利息 5,509 5,507 2 0.0 

事業収益         

施設使用料収益 55,846,789 53,047,762 2,799,027 5.3 

受講料収益 733,000 588,900 144,100 24.5 

委託業務収益 231,815 0 231,815 皆増 

手数料収益 12,593,732 12,935,286 △ 341,554 △ 2.6 

販売収益 9,126,142 8,804,880 321,262 3.6 
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受取補助金等         

四日市市補助金収入 40,990,164 40,691,969 298,195 0.7 

受取寄付金 26,932,515 27,465,668 △ 533,153 △ 1.9 

雑収益 229,589 171,230 58,359 34.1 

経常収益計 146,689,255 143,711,202 2,978,053 2.1 

経常費用         

事業費         

給料手当 22,311,471 24,007,119 △ 1,695,648 △ 7.1 

賞与引当金繰入 2,060,969 1,321,257 739,712 56.0 

臨時雇賃金 10,336,719 10,503,912 △ 167,193 △ 1.6 

福利厚生費 5,316,686 4,834,500 482,186 10.0 

退職給付費用 653,412 5,504,615 △ 4,851,203 △ 88.1 

会議費 1,800 1,320 480 36.4 

旅費交通費 706,140 1,089,550 △ 383,410 △ 35.2 

通信運搬費 1,385,095 1,633,354 △ 248,259 △ 15.2 

印刷製本費 1,156,269 915,870 240,399 26.2 

消耗品費 2,790,282 1,802,409 987,873 54.8 

消耗性備品費 41,256 207,870 △ 166,614 △ 80.2 

光熱水費 17,536,149 16,399,327 1,136,822 6.9 

修繕費 1,410,382 1,033,200 377,182 36.5 

租税公課 2,668,200 1,717,150 951,050 55.4 

報償費 188,760 76,960 111,800 145.3 

賃借料 3,601,083 3,885,585 △ 284,502 △ 7.3 

会場整備費 320,679 290,965 29,714 10.2 

委託料 29,081,438 27,241,309 1,840,129 6.8 

広告宣伝費 300,120 298,992 1,128 0.4 

保険料 620,948 715,004 △ 94,056 △ 13.2 

諸謝金 191,540 100,000 91,540 91.5 

燃料費 51,263 52,083 △ 820 △ 1.6 

図書購入費 121,617 94,745 26,872 28.4 

雑費 7,236,909 6,947,340 289,569 4.2 

施設使用補填金（BI） 3,703,000 3,600,000 103,000 2.9 

修繕引当費用 3,107,000 5,115,000 △ 2,008,000 △ 39.3 

減価償却額 26,999,896 27,533,998 △ 534,102 △ 1.9 

管理費         

役員報酬 105,000 804,680 △ 699,680 △ 87.0 

福利厚生費 780,429 709,650 70,779 10.0 

給料手当 1,356,739 1,459,851 △ 103,112 △ 7.1 

会議費 10,920 9,480 1,440 15.2 

旅費交通費 170,320 110,520 59,800 54.1 
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通信運搬費 35,678 42,073 △ 6,395 △ 15.2 

印刷製本費 10,131 8,025 2,106 26.2 

消耗品費 86,243 55,710 30,533 54.8 

消耗性備品費 1,944 9,795 △ 7,851 △ 80.2 

報償費 16,200 31,500 △ 15,300 △ 48.6 

賃借料 45,138 48,704 △ 3,566 △ 7.3 

燃料費 2,416 2,454 △ 38 △ 1.5 

雑費 638,226 826,904 △ 188,678 △ 22.8 

支払利息 3,517 0 3,517 皆増 

減価償却額 563,674 574,825 △ 11,151 △ 1.9 

経常費用計 147,725,658 151,617,605 △ 3,891,947 △ 2.6 

当期経常増減額 △ 1,036,403 △ 7,906,403 6,870,000 86.9 

２．経常外増減の部         

経常外収益         

経常外収益計 0 0 0 － 

経常外費用         

固定資産除却損 0 4,939 △ 4,939 皆減 

経常外費用計 0 4,939 △ 4,939 皆減 

当期経常外増減額 0 △ 4,939 4,939 皆増 

当期一般正味財産増減額 △ 1,036,403 △ 7,911,342 6,874,939 86.9 

一般正味財産期首残高 6,744,469 14,655,811 △ 7,911,342 △ 54.0 

一般正味財産期末残高 5,708,066 6,744,469 △ 1,036,403 △ 15.4 

指定正味財産増減の部         

一般正味財産への振替額 △ 26,932,515 △ 27,465,668 533,153 △ 1.9 

当期指定正味財産増減額 △ 26,932,515 △ 27,465,668 533,153 △ 1.9 

指定正味財産期首残高 1,233,197,582 1,260,663,250 △ 27,465,668 △ 2.2 

指定正味財産期末残高 1,206,265,067 1,233,197,582 △ 26,932,515 △ 2.2 

正味財産期末残高 1,211,973,133 1,239,942,051 △ 27,968,918 △ 2.3 

 

 

第３ 監査の結果 

 

   「公益財団法人三重北勢地域地場産業振興センター」の出納及びその他関連する事務並びに

所管所属の当法人に対する指導状況等について監査した結果、次の指摘事項及び意見のとおり、

是正又は改善を要するものなどが見受けられた。今後の事務執行にあたっては、これらに十分

留意するとともに、その措置を講じるよう要望する。 

   なお、措置を講じたときは、遅滞なく通知されたい。 
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 １ 指摘事項 

 

【公益財団法人三重北勢地域地場産業振興センター】 

 （１）現金等の管理について 

    切手管理帳において、鉛筆による記載が見受けられた。不備のない適切な事務処理を行う

こと。 

 

【商工農水部工業振興課】 

  特になし 

 

 ２ 意  見 

 

【公益財団法人三重北勢地域地場産業振興センター】 

 （１）財産管理について 

    会計年度末には、土地、建物、備品等の固定資産を実査して台帳との数量突合を行い、実

査した記録（日時、対象、数量、特記事項、担当者・所属長の確認印など）を文書にして残

すこと。                               【改善事項】 

 （２）商品管理について 

    過剰在庫、品質劣化、盗難や私的流用の防止など適切な商品管理を行うため、棚卸におい

ては、理論上の在庫数と現物数を突合し、上司が抜取り実査による牽制を行って、その記録

を文書にして残すこと。                        【改善事項】 

 （３）委託業務について 

    作業内容や作業人員など委託する業務内容に不要な業務が発生していないか、また、複数

年にわたり同一業者と契約している場合は、年毎の習熟度アップなど効率化が見込めるもの

はないかなどを精査して、委託金額の抑制を図ること。          【改善事項】 

 （４）未収金・売掛金の管理について 

    未収金や売掛金については、資金回収サイトを定め、納期限を設定して請求事務を行い、

適切な債権管理を行うこと。                      【改善事項】 

 （５）引当金計上基礎の考え方と継続性の原則の徹底について 

    修繕引当金は、十分にその計算基礎の考え方を検討・決定し、毎年その計上方法を維持し、

経営の状態などに左右されることなく継続して計上を行うこと。退職給付費用も一定の計算

方法による計上を維持すること。                    【改善事項】 

 （６）収支改善について 

    四日市市補助金収入と受取寄付金を除くと、平成２６年度は、経常費用が経常収益を6,800

万円余り上回っている。市からの派遣職員の給料等が算入されていないことを考慮すると、

本来はより厳しい決算となることを認識する必要がある。次期の中期経営計画の策定におい

ては、数字で収益の努力目標を掲げるとともに、経費の中味を分析してよりしまつした経営

で経費の節減を図ること。                       【要望事項】 
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（７）販売額比較について 

現状を把握し今後の事業展開を考える参考とするため、販売額を同格の地場産業振興セン

ターと比較すること。また、他の類似店舗と比較できるよう名品館での単位面積当たりの販

売額を把握すること。                         【改善事項】 

（８）地場産品のＰＲについて 

ア 東京や名古屋で開催した展示会で人気のあった地場産品の情報を発信し、地元では気づき

にくい地場産品の魅力を市民にアピールする方策を工夫すること。     【改善事項】 

イ 地域経済の活性化に貢献するという当財団の設立目的を踏まえ、柔軟な視点で、知名度が

高く特色のある地元立地企業との連携、地場産品の関連イベントとの組み合わせ等、集客を

高めながら本市の地場産品を発信できる仕組み作りに取り組むこと。    【要望事項】 

ウ 市内で開催されるイベント会場での販売や高速道路のサービスエリアのように多くの人が

行き来する場所での販売スペースの確保等、地元にいながら地場産品をＰＲできる良い機会

はないか引き続き情報収集に努め、検討すること。            【要望事項】 

 

【商工農水部工業振興課】 

（１）当法人の経営に対する指導監督について 

設立時からの環境変化に伴い、定款に定められていても現時点では実施されていない事業

もある。本市は当法人に対して、基本財産への出捐に加えて毎年補助金を交付してきており、

事業内容を再度見直し、設立目的に沿ったすべての事業が有効に実施されるよう、指導監督

すること。                              【要望事項】 

 


